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 積立不足、会計基準の厳格化、企業業績の悪化という、互いに関連する 3 つの

事情から、本来、約束された給付を確実に行うことを制度の根幹とする確定給付

型の企業年金について、給付を減額する動きが生じており、企業経営の面からも、

社会保障の面からも、重要な問題となっている。この減額問題の特徴の一つは、

現役の従業員である加入者と、OB である受給権者の間で、時に利害が相反するこ

とである。 

企業年金には、従業員の処遇としての側面と、公的年金を補完して引退後の所

得を確保するという側面の 2 つの性格があり、いずれの性格を指向するかによっ

て、減額問題への対応も変わってくる。企業経営と社会保障の間で、いかに望ま

しい制度を構築するかが、今日の企業年金に関する最大の課題である。 
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はじめに 

平成 22（2010）年 1 月 19 日、日本航空グループ 3 社1は、東京地方裁判所に会社更生手

続開始の申立てを行い、当該手続の開始決定を受けた。グループ3社の負債総額は2兆3221
億円に達し、金融業を主力事業としない事業会社としては、我が国で過去最大の経営破綻

となった2。 
この日本航空の経営危機への対応に際しては、同社の企業年金の減額が、主要な課題の

一つとなった。平成 22 年 1 月 12 日、日本航空は、企業年金の減額に向けての制度改定に

必要な、受給権者（いわゆる OB）及び現役社員の各 3 分の 2 以上の同意を得たことを発表

し3、同年 2 月 18 日、同社（JAL 企業年金基金）は、制度改定を厚生労働省に申請した4。厚

生労働大臣の認可を得て、平成 22 年秋の制度改定実施を目指すと報じられている5。 
資産運用環境の低迷や、本体企業の経営状況の悪化等の理由から、加入者である現役世

代に限らず、既に受給者である OB に対しても、企業年金の給付減額を行う企業は増加し

ている6。しかし、企業年金は、企業が任意で実施するものであるが、同時に、公的年金を

補完して、職業生活からの引退後の所得を確保するものである。また、我が国の企業年金

は、そのほとんどが退職金（退職一時金）制度から切り替えられたものであり7、退職一時金

と同様に、賃金の後払いの性格を有している8。 
このため、いかなる条件を満たせば企業年金の減額（廃止を含む）が可能になるのかにつ

いては、議論の分かれるところであり、企業年金の減額問題は、企業経営の面からも、社

会保障の面からも、重要な論点の一つとなっている。 
 本稿の目的は、企業年金の概要、及びその減額問題の現状と課題を整理して提示し、国

政審議の参考に資することにある。 
 

Ⅰ 企業年金の概要 

企業がその従業員を対象に実施する年金制度を、一般に企業年金という9。国民年金、厚

生年金保険等の公的年金が、公的部門を運営主体とする、強制加入を前提とした年金制度

であるのに対し10、企業年金は、企業が任意で実施する11、私的な年金制度である12。 

                                                 
1 株式会社日本航空、株式会社日本航空インターナショナル、株式会社ジャルキャピタルの 3 社。 
2 「日航、更生法申請」『朝日新聞』2010.1.20.  
3 「日航年金削減、OB も 3 分の 2 同意」『読売新聞』2010.1.13. 
4 「日航、年金減額を申請」『日本経済新聞』2010.2.19. 
5 同上。なお、平成 22 年 3 月 17 日、厚生労働省は当該改定申請を認可した。 
6 「経営揺るがす企業年金 3 給付減額で負担軽減」『日本経済新聞』2009.12.11. 
7 久保知行『わかりやすい企業年金 第 2 版』日本経済新聞出版社, 2009, p.18. 
8 企業年金や退職一時金等の退職給付の法的性格については、功労報償説、生活保障説、賃金後払説等の諸説

があり、見解が分かれているが、企業会計の基準（企業会計審議会「退職給付に係る会計基準の設定に関する

意見書」〔平成10年6月〕」）では、企業年金の性格を、賃金の後払いと捉えている（古市峰子･宮田慶一「公的

年金と地方自治体における会計および政策評価のあり方」『金融研究』20巻1号,2001.1,pp.135-136.）。 
9 厚生労働省「厚生年金、国民年金の財政 用語集」から「企業年金」の項 <http://www.mhlw.go.jp/topics/ 
nenkin/zaisei/zaisei/yougo/you-ka.html> （なお、インターネット情報は、すべて平成 22 年 3 月 23 日現在で 
ある。） 
10 貝塚啓明『公的年金改革』（PRI Discussion Paper Series (No.04A-01)）2004.3, p.5. 財務総合政策研究所ホ

ームページ< http://www.mof.go.jp/jouhou/soken/kenkyu/ron081.pdf> 
11 「実施する」とは、企業が直接制度を運営する場合だけではなく、年金運営のための別法人（厚生年金基金、
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 この企業年金には、大別して「自社年金」と「狭義の企業年金」の 2 種類がある。自社

年金とは、企業の就業規則や年金規程等に基づき企業が独自に設けた年金制度である13。

他方、狭義の企業年金とは、企業年金に関する個別の法律に基づき支給される企業年金で

ある14。この狭義の企業年金は、更に「確定給付型の企業年金」と「確定拠出型の企業年

金」の 2 種類に分けることができる。 
 

１ 確定給付型の企業年金 

確定給付型の企業年金とは、実際の資産運用の結果と関係なく、たとえば、（給付額）

＝（退職時賃金）×（勤続年数）×（一定の係数）というような計算式によって、将来の

年金給付額が約束されている企業年金制度のことである15。当該制度の加入者（従業員）は、

予定された運用利回りに基づいて計算された掛金を納付し、運営者（企業）は、約束された

年金給付額を将来支給できるように、年金資産を運用しなければならない。低金利や株式

相場の低迷等により、予定どおりに運用できなかった場合には、不足分を補填するために、

企業が追加拠出をする必要がある。すなわち、確定給付型の企業年金制度においては、年

金資産の運用リスクは企業が負い、従業員は負わない16。 
 主な確定給付型の企業年金には、厚生年金基金制度、確定給付企業年金制度、適格退職

年金制度の 3 種類がある。 
 
（１）厚生年金基金制度 

 企業や業界団体等が、厚生労働大臣の認可を受けて、公法人である厚生年金基金を設立

し、この厚生年金基金が、民間被用者（民間サラリーマン）が加入する公的年金である厚生

年金保険のうち、老齢厚生年金の一部について、国に代わって運用･給付等を行う（代行部

分という。）と共に17、それに加えて、当該基金独自の上乗せ給付（プラスアルファ部分という。）

を行うことで、従業員に、より手厚い老後所得を保証する企業年金制度である。昭和 41
（1966）年に発足した。加入者（現役の従業員。なお、厚生年金基金制度では「加入員」の語を用い

ている。）と事業主（企業）が負担する掛金には、公的年金と同様の税制上の優遇措置が認め

られている18。 
 厚生年金基金を設立すると、加入者･事業主は、代行部分の給付に必要な厚生年金保険の

                                                 
企業年金基金等）を設立する場合を含む（森戸英幸『企業年金の法と政策』有斐閣,2003,p.19.）。 
12 ただし、後述する厚生年金基金制度の代行部分を除く。この代行部分は、企業年金でもあり公的年金でもあ

る（同上, p.31.）点で、重大な例外である。 
13 江口隆裕「企業年金の減額･廃止訴訟と受給権保護」『企業年金』323 号,2006.7,p.24. 
14 同上,p.28. 
15 森戸 前掲注(11), p.43. なお、森戸教授は「確定給付型」の代わりに「給付建て」の語を用いている。 
16 同上;「年金問題キーワード 2 確定給付と確定拠出」『日本経済新聞』2009.12.17;「確定給付型企業年金の

課題、業績により減額のリスクも」『東京新聞』2010.2.21. 
17 代行部分として運用･給付等が行われるのは、具体的には、老齢厚生年金（報酬比例部分）のうち、賃金の再

評価分と物価スライド分を除いた部分である。賃金の再評価分（現役世代の手取り賃金の上昇率に応じて過去

の標準報酬を見直した部分）と物価スライド分（物価の変動に応じて改定された部分）は、国から支払われる

（厚生労働省 前掲注(9)から「代行部分」の項）。 
18 厚生労働省「企業年金制度等」<http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/nenkin/nenkin/kigyounenkin. 
html>; 企業年金連合会「企業年金にはこんな制度があります」<http://www.pfa.or.jp/nenkin/nenkin_tsusan/ 
nenkin_tsuusan01.html>; 堀江奈保子「厚生年金基金の代行返上」『みずほリポート』2003.8.21, p.1. みずほ

総合研究所ホームページ<http://www.mizuho-ri.co.jp/research/economics/pdf/report/report03-0821.pdf> 
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保険料を国に納めることが免除され（免除保険料）、その免除分を基金に掛金として納める。

この代行部分の掛金を運用して得られた運用益のうち、代行部分の給付に必要である、予

定された運用利回りを超える部分（利差益）については、上乗せ給付であるプラスアルファ

部分の掛金に充当することができる。逆に、予定された運用利回りを下回って積立不足が

発生した場合には、企業が掛金を追加拠出して、穴埋めをする必要がある19。 
1960 年代から 1980 年代の、高度経済成長期からバブルに至るまでの時期は、年金資産

の運用環境は概ね良好であり、利差益を活用して上乗せ給付を充実させることが、容易で

あった。このため、昭和 41 年に制度が発足すると、厚生年金基金の設立が相次ぎ、厚生

年金基金制度は、我が国の企業年金制度の中核を構成するようになった。 
 しかし、バブルが崩壊した 1990 年代以降になると、金利の低下等、年金資産の運用環

境が悪化し、予定された運用利回りを確保することが次第に困難になった。積立不足に対

しては、追加拠出を行って補填しなければならないことから、代行部分の資産運用が、企

業にとってメリットではなくデメリットとして認識されるようになり、代行部分を国に返

上したいという声が高まった（代行部分を国に返上することを、「代行返上」という）20。 

 厚生年金基金制度は、代行部分とプラスアルファ部分を併せ行う制度であるため、従来

は、代行部分を国に返上するためには、基金を解散（廃止）するしか方法はなかった。しか

し、平成 14（2002）年 4 月の確定給付企業年金法（平成 13 年 6 月 15 日法律第 50 号）の施行

により、代行部分を国に返上し、プラスアルファ部分だけで企業年金を継続することが可

能になった。代行部分を国に返上した段階で、厚生年金基金は消滅又は解散したものとみ

なされ、プラスアルファ部分は、次で述べる確定給付企業年金制度に移行する21。 
こうした状況の下で、厚生年金基金の基金数、加入者数は減少を続けている。平成 22

年 3 月 1 日現在、厚生年金基金の基金数は 608 基金、加入者数は 465 万人であり22、ピー

ク時（基金数 1,883 基金〔平成 8（1996）年度末〕、加入者数 1225 万 4 千人〔平成 9（1997）年度末〕）

23に比べて、基金数は約 32％に減少し、加入者数は約 38％に減少している。 
 
（２）確定給付企業年金制度 

 確定給付企業年金法に基づき、平成 14（2002）年 4 月から実施された、確定給付型の企

業年金制度である。厚生年金基金制度とは異なり、上乗せ部分の年金給付のみを行い、代

行部分の給付は行わない。母体企業から独立した「企業年金基金」という法人を設立し、

当該法人が年金資産の管理･運用･給付を行う「基金型」と、労使が合意した年金規約に基

づいて、（母体企業と資産管理運用契約を締結した信託銀行や生命保険会社等が、）母体企業の外で年

金資産の管理・運用･給付を行う「規約型」の 2 種類がある。加入者･事業主が負担する掛

                                                 
19 堀江 同上, pp.1-2. 約束した給付の実施に関して積立不足が発生した場合に、企業が追加拠出をして不足分

を穴埋めする必要があるのは、プラスアルファ部分についても、代行部分についても、同様に当てはまる。 
20 代行返上により、厚生年金基金は、代行部分の運用リスクを国に移転することができる。したがって、運用

実績が予定された運用利回りを下回り、積立不足が発生する局面では、厚生年金基金は、代行返上によって、

代行部分で発生する積立不足に対する追加拠出の負担を回避することができる。こうしたメリットの反面で、

運用実績が予定された運用利回りを上回る局面では、厚生年金基金は、代行部分で発生する利差益を、代行返

上に伴い得られなくなるというデメリットがある。 
21 堀江 前掲注(18), p.1; 厚生労働省 前掲注(9)から「代行返上」の項 
22 企業年金連合会数理部数理情報課「平成 22 年 3 月 1 日現在の企業年金の現況」2010.3.8. <http://www.pfa. 
or.jp/jigyo/tokei/nenkin/files/genkyo.pdf> 
23 中小企業庁経営安定対策室『企業年金制度移行事例集-平成17年度中小企業庁委託調査-』2006.3, p.33. 同庁

ホームページ<http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/antei/2006/060329kigyonen.htm> 
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金には、公的年金と同様の税制上の優遇措置が認められている。 
平成 22 年 3 月 1 日現在、確定給付企業年金の件数は 7,410（うち基金型 610、規約型 6,800）

である24。基金型の件数が頭打ちであるのに対し、規約型の件数は着実に増加している25。 
 
（３）適格退職年金制度 

 企業と金融機関（信託銀行や生命保険会社等）が締結する企業年金契約のうち、年金資産の

外部機関への積立、不当差別26の禁止、適正な年金数理等、法人税法で定める一定の条件

を満たすものについて、掛金を非課税にする（損金参入可能）等の税制上の優遇措置を、国

税庁長官が承認したものをいう27。 
適格退職年金制度は昭和 37（1962）年に創設され、厚生年金基金制度と共に、長く我が

国の企業年金制度の中核を担っていた。しかし、受給権保護の仕組みに弱い面があること

から、平成 14 年 4 月以降、制度の新設は認められなくなった。既存の契約に対する税制

上の優遇措置も、平成 24（2012）年 3 月 31 日に廃止される28。したがって、同年 4 月 1
日以降に税制上の優遇措置を受けるためには、他の企業年金制度等に移行する必要がある。 
平成 21（2009）年 3 月末現在の適格退職年金の契約件数は 25,441 件、加入者数は 349

万人である29。廃止予定の制度であるため、契約件数･加入者数は年々減少している。 
 

２ 確定拠出型の企業年金 

 確定拠出型の企業年金とは、拠出した掛金額とその運用収益の合計額を基に給付額が決

定される（したがって、将来の年金給付額は確定していない）企業年金制度のことであり、具体

的には、確定拠出年金法（平成 13 年 6 月 29 日法律第 88 号）に基づき、平成 13 年 10 月から

実施された「企業型の確定拠出年金」がこれにあたる30。企業型の確定拠出年金では、拠

出される掛金はあらかじめ定められ（したがって、企業は掛金の追加拠出を行う必要はない）、個

人ごとに明確に区分されて管理されている。加入者は自らの判断で資産運用を行い、掛金

とその運用収益の合計額を基に給付額が決定される31。 

なお、確定拠出年金には、事業主が実施主体となって事業主のみが掛金を拠出する「企

業型」と、国民年金基金連合会が実施主体となり、加入者のみが掛金を拠出する「個人型」

の 2 種類がある32。個人型の確定拠出年金は、企業が掛金を拠出できないため、「企業がそ

                                                 
24 企業年金連合会数理部数理情報課 前掲注(22) 
25 平成 16 年度末（2005 年 3 月）における件数は、基金型 514 に対して規約型 478 であった（内閣府『高齢社

会白書 平成 21 年版』p.84.） 
26 特定の従業員について、掛金・給付額等の上で、不当に差別的な取り扱いをすること。 
27 久保 前掲注(7), pp.36-38, 214-218; 厚生労働省 前掲注(9)から「適格退職年金」の項 
28 同上; 厚生労働省年金局企業年金国民年金基金課「企業年金等の現状と課題」『週刊社会保障』2548 号, 
2009.9.21･28, p.78. 
29 企業年金連合会数理部数理情報課 前掲注(22) 
30 厚生労働省 前掲注(9)から「確定拠出型年金」、「確定拠出年金」の項。なお、「確定拠出型」の代わりに「掛

金建て」の語を用いることがある。 
31 同上;「年金問題キーワード 2 確定給付と確定拠出」『日本経済新聞』2009.12.17;「確定給付型企業年金の

課題、業績により減額のリスクも」『東京新聞』2010.2.21. 
32 厚生労働省 前掲注(9)から「確定拠出年金」の項。なお、企業型の確定拠出年金に従業員が拠出することは、

従来認められていなかったが、一定の範囲内でこれを可能にする改正法案（年金確保支援法案）が、平成 22 年

3 月 5 日に閣議決定され（「企業年金改革など法案閣議決定」『日本経済新聞』2010.3.6.）、同日国会に提出され

た。 
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の従業員を対象に実施する年金制度」である企業年金には含まれない33。 
確定拠出型の企業年金は、事業主にとっては追加負担の経営リスクを回避できるという

メリットがある。他方、従業員（加入者）にとっては、自ら運用のリスクを負い、かつ、給

付額が定まらないために生活設計を立てにくいというデメリットがある。しかし、その反

面で、加入者が自分で運用方法を選択できる、運用が好調であれば年金額が増える、転職

時に自分の年金原資の積立金を転職先に移管して、通算した年金を受け取ること（ポータビ

リティ）が容易である等のメリットがある34。 
企業型の確定拠出年金の規約数･加入者数は、制度発足以降着実に増大しており、平成

21 年 12 月末現在の規約数は 3199、平成 21 年 11 月末現在（速報値）の加入者数は約 340
万人となっている35。 
図1は、現在の我が国の年金制度の体系を示したものである（ただし、自社年金はこの図に

含まれていない）。企業年金（狭義の企業年金）を構成するのは、網掛け部分、すなわち厚生年

金基金、確定給付企業年金、適格退職年金、企業型の確定拠出年金の 4 種類の制度である。 
この図が示すように、企業年金は、1 階部分の国民年金（基礎年金）と、2 階部分の厚生

年金保険からなる公的年金に上乗せして補完する 3 階部分の給付を行い、従業員の老後の

所得保障に寄与している。 

図1 年金制度の体系 

 

（注）数値は、注釈のない限り平成 20 年 3 月末。 
（出典）『厚生労働白書 平成 21 年版 資料編』p.245. をもとに、筆者作成。 

                                                 
33 個人型の確定拠出年金や国民年金基金は、上乗せ給付を受けるための掛金を加入者自身が拠出する。これら

は、自営業者や企業年金制度を持たない企業の被用者（従業員）を主な対象とする制度である。 
34 厚生労働省 前掲注(9)から「確定拠出型年金」の項;「確定給付型企業年金の課題、業績により減額のリスク

も」『東京新聞』2010.2.21. 
35 企業年金連合会数理部数理情報課 前掲注(22) 



調査と情報－ISSUE BRIEF－ No.676 

 6

Ⅱ 企業年金の減額問題 

１ 減額の背景 

 企業年金の減額とは、約束されている年金給付額の水準等を引き下げる（廃止を含む）よ

うに、約束（規約等）を改定することをいう。したがって、減額が問題となるのは、確定給

付型の企業年金（厚生年金基金、確定給付企業年金、適格退職年金）と、給付額等が約束されて

いる自社年金の場合である36。 
 確定給付型（給付建て）の企業年金制度の根幹は、約束された給付を確実に行うことであ

り、みだりに給付の減額変更を行うことは許されない37。それにもかかわらず、企業年金

の減額が具体的に検討され、実施されるに至る事例が生じた背景には、企業年金の積立不

足、会計基準の厳格化、企業業績の悪化という、互いに関連する 3 つの事情があった。 
 
（１）企業年金の積立不足 

 企業年金では、拠出された掛金を積み立てて得られた年金資産を運用し、給付に充当し

ている。前述のように、確定給付型の企業年金の場合、年金資産の運用は、当該制度の実

施者である企業が一括して行い、運用リスクは当該企業が負う。しかし近年は、低金利、

株価の下落や世界的な金融危機等による運用環境の悪化から、運用成績が低迷し、その結

果、年金資産の総額が、退職後に支払うべき給付総額（現在価値に換算したもの）を下回ると

いう、企業年金の積立不足が発生している。 
表 1 は、企業年金の収益率を示す「修正総合利回り」の、最近 10 年間の動向を示すも

のである。収益率は低迷しており、過去 10 年間で 5 回マイナス（すなわち運用損）になって

いる。10 年間の修正総合利回りの単純平均は 0.27％となり、予定された運用利回り（これ

を「予定利率」という）を、確定給付型の企業年金の制度の多くは達成できていない38。 
これを原因の一つとして発生した企業年金の積立不足額は、大和総研によると、平成 20

年度決算期（主に平成 21 年 3 月期）における主要上場企業 278 社の合計額で、約 21 兆 5000
億円に達する（前年同期比約 7 兆 2000 億円増）と報じられている39。 
 
表 1 最近 10年間の企業年金の収益率（修正総合利回り）           （単位：％） 

平成 11 平成 12 平成 13 平成 14 平成 15 平成 16 平成 17 平成 18 平成 19 平成 20

13.09 △9.83 △4.16 △12.46 16.17 4.59 19.16 4.50 △10.58 △17.80

（注）各年度の数値。△はマイナスを意味する。 
（出典）企業年金連合会「企業年金実態調査結果（2008 年度）の概要」『企業年金』28 巻 10 号,2009.10,p.30. 

 

                                                 
36 企業型の確定拠出年金の場合も、事業主掛金の額を引き下げるように規約の改定を行うことは起こり得る。

ただし、当該改定は、年金給付額の水準を直接引き下げるものではないため（間接的には給付額の減少につな

がり得るが）、ここでいう減額問題の対象には含まれない。 
37 久保 前掲注(7), p.154. 
38 企業年金連合会が行う「企業年金実態調査」によれば、2008 年度現在、厚生年金基金では予定利率として

5.5％を採用している基金が最も多く、確定給付企業年金では 3.0~3.5％〔企業年金連合会会員の場合〕又は

2.5~3.0％〔企業年金連合会非会員の場合〕を採用している制度が最も多い（企業年金連合会数理部「企業年金

実態調査結果（2008 年度）の概要」『企業年金』28 巻 11 号,2009.11, pp.32-37.）。 
39 「企業の年金資産、『積み立て不足』が顕在化」『産経新聞』2009.12.17. 
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（２）会計基準の厳格化 

 かつての企業会計では、企業年金については、掛金の拠出額が費用として計上されるだ

けであり、年金債務や年金資産は、貸借対照表に計上されていなかった。しかし、積立不

足が会計上認識（財務諸表への計上）されないのは、企業経営の面からも、投資家への情報

開示（ディスクロージャー）の面からも問題であるとの議論が高まり、平成 13（2001）年 3
月期から退職給付会計が導入された。この会計は、企業年金の積立不足を、貸借対照表に

明記することを求めるものであり、積立不足を抱える企業に、大きな影響を及ぼすことに

なった。 
 退職給付会計では、「一定の期間にわたり労働を提供したこと等の事由に基づいて、退職

以後の従業員に支給される給付のうち、認識時点までに発生していると認められるもの」

を、退職給付債務と呼ぶ40。言い換えれば、将来支払いが必要な退職一時金と企業年金の

合計額のうち、現在までに支払義務が発生した金額を現在価値に換算したものが、退職給

付債務である。 
この退職給付債務から、現に積み立ててある年金資産の時価額を差し引いた金額のうち、

既に退職給付引当金が積まれている金額を除いた積立不足（「未認識債務」という。）の金額は、

引当金の増額等により、一定期間内に会計処理する必要がある。 
 年金資産の時価額は、資産運用の結果によって変動する。仮に運用が悪化して年金資産

が減少した場合、当該減少は積立不足の拡大要因となり、引当金の増額等を行う必要が生

じるため、企業の決算に悪影響を及ぼす。この悪影響を回避するために、当該企業は、退

職給付債務の圧縮、すなわち企業年金の減額等を行う可能性がある41。 
 さらに、現在の会計基準では、積立不足の会計処理のために一定の期間（十数年程度）を

かけることが認められているが、2012 年 3 月期には、積立不足を一気に解消するよう、

会計基準を一層厳格化することが予定されている。この一括処理により、積立不足を抱え

る企業の財務は更に圧迫されることが見込まれており、結果として、会計のルール変更が、

企業に対して、減額を含む企業年金制度の変更を促すという事態が生じている42。 
 
（３）企業業績の悪化 

 2008 年 9 月の、米国大手投資銀行リーマン・ブラザーズの破綻を契機として世界的に

拡大した金融危機の影響を受け、最近の我が国の企業業績は、総体として悪化している。

日本経済新聞社が集計した、平成 21 年 3 月期の全国上場企業全体の連結決算の最終損益

は、3 兆 6700 億円の赤字となり、IT バブル崩壊で不況に陥った平成 14 年 3 月期以来、7
年ぶりに赤字に転落した43。また、民間の信用調査会社である帝国データバンクの集計で

は、平成 21 年の倒産件数は 13,306 件で、3 年連続で前年比増となっている44。 
 既に述べたように、確定給付型の企業年金の場合、積立不足分は企業が追加拠出を行っ

て補填する必要があるが、企業業績の悪化に伴い、積立不足への拠出が、利益の下押し、

当該拠出負担の少ない同業他社と比較した競争力の低下、資金調達条件の悪化につながる

                                                 
40 企業会計審議会「退職給付に係る会計基準」〔平成 10 年 6 月 16 日〕 
41 「確定給付型企業年金の課題、業績により減額のリスクも」『東京新聞』2010.2.21. 
42 「年金会計、国際基準に対応」『日本経済新聞』2009.9.1;「2012 年会計基準変更、低迷企業年金、また逆風」

『東京新聞』2010.2.20. 
43 「上場企業の前期、7 年ぶり最終赤字」『日本経済新聞』2009.5.30. 
44 帝国データバンク「倒産集計」<http://www.tdb.co.jp/report/tosan/index.html> 
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企業格付けの引き下げ等を通じて、本体企業の経営を圧迫する度合いが高まりつつある45。 
 
 以上のように、運用成績の低迷による積立不足の拡大、会計基準の厳格化による退職給

付債務圧縮の動き、企業業績の悪化による経営体力の低下が相互に関連しながら生じたこ

とにより、確定給付型の企業年金制度を支える余力が企業に少なくなってきたことが、企

業年金の減額を目指す動きを引き起こすことになった。 
 

２ 減額の要件 

 既にみたように、企業年金の給付水準を減額することは、原則的には許されない。確定

給付型の企業年金のうち、狭義の企業年金に属する各制度においては、減額を行うための

規約等の変更が承認･認可され得る要件を厳格に定めている。表2は、当該要件を制度毎に

整理したものである46。 

 企業年金の給付減額に関しては、加入者（現役の従業員）と受給者（いわゆる OB）では立

場が異なる。前者の場合、現時点では本体企業から給与所得を得ているため、企業年金は

未だ受給しておらず、その給付の減額は、直ちに現在の所得減少に結びつくものではない。

他方、後者の場合は、既に企業年金を受給しており、その給付の減額は、直ちに現在の所

得の減少として反映する。したがって、表2が示すように、受給者の給付減額の要件は、

加入者の給付減額の要件よりも、より厳格なものとなっている。 

 

３ 減額の論点 

 企業年金の給付減額（特に受給者の給付減額）に関しては、多くの議論が生じている。その

主なものには、次の 2 点がある。 
 
（１）受給者の給付減額の可否 

 狭義の企業年金に属する各制度においては、掛金の積立金は、本体企業の運転資金等と

は別に管理されており、流用されることはない。すなわち、ある制度に既に積み立てられ

ている年金資産は、積立不足分及び将来の積立分を除けば、本体企業の現在の経営状況か

らは、直接影響を受けない。また、受給者への企業年金の給付は、同人の過去の勤務に対

応して行われているものであり、将来の勤務に対応して行われるものではない。 

                                                 
45 「経営揺るがす企業年金 1 膨らむ積み立て不足」『日本経済新聞』2009.12.9. 
46 ただし、減額を行うための規約変更が承認･認可されることによって、承認･認可を受けた変更後の規約が当

然に受給者を拘束するか（言い換えれば、承認･認可された規約変更の効力は、減額に不同意の受給者に対して

も当然に生じるのか）については、議論のあるところである（詳細については、森戸英幸「企業年金（受給者

減額）―労働法学の立場から」『ジュリスト』1331 号, 2007.4.1, p.150; 畑中祥子「厚生年金基金における加算

年金の減額と受給者の同意―りそな銀行ほか事件〔東京地判平成 20.3.26〕」『労働法学研究会報』2443 号, 
2008.12.15, pp.23-24.等に記述がある）。例えば、日本航空の企業年金制度は、代行返上に伴い、平成 20 年 10
月 1 日に「日本航空厚生年金基金」から「JAL 企業年金基金」に運営形態を変更しており（「株式会社日本航

空連結決算〔平成 21 年 3 月期〕」pp.7-8. 日本航空ホームページ<http://www.jal.com/ja/kessan/pdf/ 
2009jals_renketsu.pdf>）、今般の同社の企業年金の給付減額に際しては、表2の②で示した、基金型の確定給

付企業年金の、加入者･受給者に対する給付減額の手続きがとられているが、当該手続きに際しては、減額変更

に反対した OB（受給者）に、年金を現状の水準のまま一時金で受け取る権利が残されたことが問題となった

（「年金解散案、OB に即効」『読売新聞』2010.1.13.）。 
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表2 確定給付型の企業年金における給付の減額要件の概要 

 ①厚生年金基金制度 ②確定給付企業年金制度 ③適格退職年金制度 

規約等変

更の要件 

代議員会の議決を経て規約を

変更し、厚生労働大臣の認可を

受ける（厚生年金保険法第 115

条 1 項 8 号, 同 2 項）。 

厚生労働大臣の承認（規約型の

場合: 確定給付企業年金法第6

条 1 項）・認可（基金型の場合: 

同法第 16 条 1 項）を受ける。

国税庁長官の承認を受ける要

件の一つとして、当該契約が、

相当の事由があると認められ

る場合を除き、減額できるもの

でないことが含まれている（法

人税法施行令附則第16条1項

11号） 

加入者給

付の減額

変更の承

認・認可

のための

手続き 

労働組合（当該労働組合が、基

金の設立事業所に使用される

加入員の 3 分の 1 以上で組織

されている場合）の同意、及び

全加入者の 3 分の 2 以上の同

意を得る（「厚生年金基金設立

認可基準」（「厚生年金基金の設

立認可について」（昭和 41 年 9

月27日年発第363号 各都道

府県知事あて厚生省年金局長

通知）別紙）第三-7）。 

労働組合（当該労働組合が、加

入者（給付の額の減額に係る受

給権者を除く）の 3 分の 1 以

上で組織されている場合）の同

意、及び加入者（給付の額の減

額に係る受給権者を除く）の 3

分の 2 以上の同意を得る（規

約型:確定給付企業年金法第 5

条、同法施行令第 4 条 2 号、

同法施行規則第 5 条及び第 6

条 1 号。基金型: 同法第 16 条、

同法施行令第 7 条、同法施行

規則第 12 条及び第 13 条）。 

労働組合（加入者の3分の1以

上で組織する場合）の同意及び

加入者の3分の2以上の同意を

得ていることを明らかにする

書面の添付が必要（「適格退職

年金契約の自主審査要領」（契

約受託機関の自主審査基準）

15-2-(2)）。 

（ただし、会社更生法による更

生手続き開始決定に伴う減額

の場合は、添付を要しない。）

受給者給

付の減額

変更の承

認・認可

のための

手続き 

加入者の給付減額要件に加え

て、受給者等の意向を十分に反

映する措置（事業主、加入員、

受給者等の三者による協議の

場を設ける等）が講じられた上

で、(a)全受給者等に対して、

事前に、給付設計の変更に関す

る十分な説明と意向確認を行

う、(b)給付設計の変更につい

て、全受給者等の 3 分の 2 以

上の同意を得る、(c)受給者等

のうち、希望する者は、当該者

に係る最低積立基準額（将来も

らえるであろう年金額の現在

額（代行部分は除く））に相当

する額を一時金として受け取

ることができる、という 3 要

件を全て満たす（「厚生年金基

金設立認可基準」第三-7-(5)）。

加入者の給付減額要件に加え

て、受給権者等の 3 分の 2 以

上の同意を得、かつ、受給権者

等のうち希望する者に対し、当

該受給権者等に係る最低積立

基準額を一時金として支給す

ることその他の当該最低積立

基準額（将来もらえるであろう

年金額の現在額）が確保される

措置を講じていること（規約

型:確定給付企業年金法施行令

第 4 条 2 号、同法施行規則第 6

条。基金型:同法第 16 条、同法

施行令第 7 条、同法施行規則

第 12 条及び第 13 条）。 

法令にも自主審査要領にも言

及がないが、実務上は厚生年金

基金の基準と手続きに従うよ

う、指導がなされているようで

ある（森戸英幸「企業年金の『受

給者減額』」『労働関係法の現代

的展開-中嶋士元也先生還暦記

念論集』信山社出版, 2004, 

p.129.）。 
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減額が認

められる

場合の例 

・基金を設立している企業の経

営状況が、著しく悪化している

場合（債務超過の状態が続く見

込みである等） 

･設立時（または直近の給付水

準の変更時）から 5 年以上が

経過しており、かつ給付設計を

変更しなければ掛金が大幅に

上昇し掛金の負担が困難にな

ると見込まれる場合 

・受給者の給付減額が認められ

るのは、さらに、基金の存続の

ため真にやむを得ないと認め

られる場合に限られる。 

・変更をしなければ確定給付企

業年金の事業の継続が困難と

なる場合 

・実施事業所の経営の状況が悪

化したことにより、給付の額を

減額することがやむを得ない

場合 

･給付の額を減額しなければ、

掛金の額が大幅に上昇し、事業

主が掛金を拠出することが困

難になると見込まれる場合 

･会社更生法の規定による更

生手続き開始決定 

･債務超過 

･財務状況が低下してきてい

ることから、その回復を図る

ために具体的なリストラ等

の合理化策を講じている。 

（注）要件は法令で定める要件の主要な部分を掲示したものであり、表に含まれていない事例や、例外がある。 

（出典）筆者作成。 

 

したがって、理論的には、既に確定している受給者の受給権は保護されるべきであり、 

本体企業の経営状況の悪化は、受給者への給付水準を減額する理由にならないという主張

も、また成り立ち得るところである47。しかし、引退世代が高水準の企業年金給付を享受

する一方で、現役の従業員が、給与水準その他の労働条件の切り下げに直面する事態が生

じた場合、このような主張が常に受け入れられるとは限らない48。加入者と受給者の間の

均衡をいかに図るか49、或いは、制度の運営方針を定める適正な判断基準とは何かが、問

われるところとなっている。 

 

（２）「減額がやむを得ない」企業の経営状況とは何か 

 表2が示すように、給付の減額が承認･認可されるのは、企業の経営状況が著しく悪化し

ており、減額することがやむを得ない等の場合に限られる。しかし、具体的にそれがどの

ような経営状況を指すのかは必ずしも明確ではなく、また、行政が経営状況を判断するこ

との是非については、議論が分かれるところとなっている50。 

                                                 
47 米国で企業年金制度の設計や運営を統一的に規定するエリサ法（Employee Retirement Income Security 
Act of 1974; ERISA）はこの考え方に立っており、過去の勤務に対応する給付は原則として不利益変更できな

い（したがって受給者の給付減額はあり得ない）。ただし、その一方で、将来の勤務に対応して今後発生してい

くと考えられる給付については、事業主が自由に減額してよいことになっている（森戸 同上, pp.150-151.）。 
48 受給者の給付減額に関する実際の裁判例においても、当該給付にかかわる契約の解釈に加えて、減額の必要

性･相当性という要件を加重した上での判断がなされており、そこでは、企業の経営状況、現役従業員の制度と

のバランス、他の受給者の態度、（当該給付減額に係る）説明･意見聴取の状況といった要素が斟酌されている

（森戸英幸「企業年金と契約」『季刊･社会保障研究』184 号, 2009.6, p.63.）。 
49 加入者にとっては、一般に、本体企業の存続と給与水準の維持が、企業年金の給付水準の確保よりも優先す

るのに対して、後者にとっては逆である。このため、両者の利害は、時に対立することがあり得る。 
50 例えば、平成 18 年 2 月、厚生労働省は、NTT グループ各社が申請していた、規約型確定給付企業年金の退

職者（受給者）への給付の減額（給付利率及び据置利率を、10 年国債の表面利率を基準に計算した変動利率と

するキャッシュバランス制度の導入）を、同社の経営状況が危機的でなく、承認条件を満たさないと判断して

不承認とした。NTT グループはこれを不服として提訴したが、一審（東京地裁平成 19 年 10 月 19 日判決）は

NTT グループ側の請求を棄却し、控訴審（東京高裁平成 20 年 7 月 9 日判決）もこれを維持している。 
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おわりに 

厚生労働省年金局長の下に置かれた企業年金研究会は、平成 19 年 7 月にとりまとめた

「企業年金制度の施行状況の検証結果」の中で、今後の企業年金制度の方向性として「労

使合意を基本とした、企業や従業員の実情及びニーズを踏まえたできる限り自由な制度」

と、「公的年金との関係を重視した、従業員の老後所得保障機能をより強化した制度」の 2
つを提示している51。企業年金の給付減額への対応も、この 2 つの方向性のいずれを強調

するかによって変わってくる。企業経営と社会保障の間で、いかに望ましい制度を構築す

るかは、今日の企業年金に関する最大の課題として残されている52。 

                                                 
51 企業年金研究会「企業年金制度の施行状況の検証結果」2007.7, p.12. 厚生労働省ホームページ<http://www. 
mhlw.go.jp/topics/2007/07/dl/tp0713-1a.pdf> 
52 本稿のほか、年金制度の課題について解説した資料としては、泉眞樹子「年金制度改革の論点－付:制度の概

要－」『調査と情報－ISSUE BRIEF－』414 号, 2003.2.14, 及び伊東雅之「社会保険料の事業主負担」『調査と

情報－ISSUE BRIEF－』652 号, 2009.10.27. 等がある。 
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